
介護職員等特定処遇改善加算 参考様式R1-21

算定要件等チェックリスト

＜定義＞
ａ： 経験・技能のある介護職員
ｂ： ａを除く介護職員
ｃ： 介護職員以外の職員

チェック

（１） 賃金改善に関する計画を策定 □

賃金改善所要見込額が当該加算算定見込額を上回っている □

（一）
ａのうち１人(以上)（複数の事業所を一括して届け出る場合は事業所数（以上））
は賃金改善所要見込額が月額平均８万円以上（現行加算額除く）又は賃金改
善後の賃金見込額が年額４４０万円以上（現行加算額含む）である

□

（当該加算算定見込額が少額等の理由により困難な場合はこの限りでないが、
その場合は、合理的な説明が必要）

□
説明資料添付

（添付書類R1-1）

　　　　（※ａに現に年額４４０万円以上の者がいる場合は、新たに賃金改善額
　　　　　　が月額平均８万円以上等の者を設定しないことも可）

□
ａに現に年額４４０万
円以上の者がいる

（二） ａの賃金改善所要見込額の平均がｂの賃金改善所要見込額の平均の２倍以上
□２倍以上
□ｂ支給なし
（※いずれか）

（三） ｂの賃金改善所要見込額の平均がｃの賃金改善所要見込額の平均の２倍以上
□２倍以上
□ｃ支給なし
（※いずれか）

（ｃの平均賃金額がｂの平均賃金額を上回らない場合はその限りでない）
□上回らない
（ｂはｃの２倍以上で
ない）

（四） ｃの賃金改善後の賃金見込額が年額４４０万円を上回らない
□上回らない
□ｃ支給なし
（※いずれか）

（２） 介護職員等特定処遇改善加算計画書を作成し全ての職員に周知し指定権者に届け出る

計画書を作成し指定権者に届出 □

全ての職員に周知（文書通知、掲示、回覧、メールなど） □

複数の事業所を一括して届け出る場合、該当する全ての指定権者に届け出て
いる

□届け出ている
□複数でない
（※いずれか）

（３） 特定加算の算定額に相当する賃金改善を実施 □

（ただし経営悪化等により事業継続が困難な場合、事業継続を図るために
やむをえず職員の賃金水準を見直した場合は、その内容を指定権者に届け出
る）

□
特別事情届出書

（４） 実績報告 □行う

（５） サービス提供体制強化加算の最上位区分を算定している（特定加算（Ⅰ）のみ） □

訪問介護は特定事業所加算（Ⅰ）又は（Ⅱ） □

特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護はサービス
提供体制強化加算（Ⅰ）イ又は入居継続支援加算

□

介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設はサービス提供体制強化
加算（Ⅰ）イ又は日常生活継続支援加算

□

（６） 現行加算の（Ⅰ）から（Ⅲ）のいずれかを算定している（特定加算と同時提出も含む）

□Ⅰ
□Ⅱ
□Ⅲ

（※いずれか）

算定要件等

現行加算： 介護職員処遇改善加算
特定加算： 介護職員等特定処遇改善加算



（７）

□　「資質の向上」
□　「労働環境・
　　　処遇の改善」
□　「その他」

（※３つ全て）

（８）

介護サービス情報公表制度で取得状況を報告
（当該公表制度対象外事業者は事業所のホームページ等で公表）

□公表している
□公表予定(2020～)
（※いずれか）

賃金以外の処遇改善に関する具体的な取組内容を記載
□記載している
□記載予定(2020～)
（※いずれか）

（９） 「経験・技能のある介護職員」の設定基準の考え方を計画書（実績報告書）に記載 □

（10） □

（11） □

職場環境等要件の「資質の向上」、「労働環境・処遇の改善」、「その他」
の区分ごとに１以上の取組を行っている

特定加算に基づく取組をホームページ等により公表（2020（令和２）年度からの算定要件）

別紙様式２の「初めて特定加算を取得する（した）月の前年度の賃金の総額」は、令
和元年度に特定加算を算定開始する場合、平成３０年度の賃金の総額になってい
るか。

特定加算の見込額算出に当たっては、現行加算を除いて加算率を乗じているか


	算定要件 

